
第79号 新  潟  県  報 平成25年10月８日(火) 

1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主  要  目  次 

 

告   示 
 1171 新型インフルエンザ等対策特別措置法に係る指定地方公共機関の指定（危機対策課） 
 1172 救急病院等の指定（医務薬事課） 
 1173 産業立地促進地域の指定（産業立地課） 
 1174 土地改良事業計画の適当決定（農地計画課） 
 1175 土地改良事業計画の適当決定（農地計画課） 
 1176 県営土地改良事業変更計画の縦覧（農地計画課） 
 1177 県営土地改良事業計画の縦覧（農地計画課） 
 1178 建設業法による営業の停止（監理課） 
 1179 道路の供用開始（道路管理課） 
公   告 
  大規模小売店舗の届出に対する市町村等の意見（商業振興課） 
  大規模小売店舗の届出に対する市町村等の意見（商業振興課） 
  一般競争入札の実施（商業振興課） 
  公聴会の開催（都市政策課） 
選挙管理委員会告示 
 54 政治資金規正法による政治団体の届出（選挙管理委員会） 
 55 政治資金規正法による政治団体の届出事項の異動の届出（選挙管理委員会） 
 56 政治資金規正法による政治団体の解散の届出（選挙管理委員会） 
 57 政治資金規正法による政治団体の収支報告書の要旨（期限後提出分）（選挙管理委員会） 
 58 政治資金規正法による資金管理団体の届出（選挙管理委員会） 
 59 政治資金規正法による資金管理団体の届出事項の異動の届出（選挙管理委員会） 
 60 政治資金規正法による資金管理団体の指定の取消し等の届出（選挙管理委員会） 
正   誤 
  平成25年９月24日付け県報第75号告示第1130号中（医務薬事課） 
  平成25年９月20日付け県報号外１号公告中（用地・土地利用課） 
  平成24年11月16日付け県報第90号新潟県選挙管理委員会告示第95号中（選挙管理委員会） 
 

告   示 

◎新潟県告示第1171号 

新型インフルエンザ等対策特別措置法（平成24年法律第31号）第２条第７号に規定する指定地方公共機関を次

のとおり指定する。 

平成25年10月８日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

社団法人新潟県医師会 

 一般社団法人新潟県歯科医師会 

 公益社団法人新潟県看護協会 

 公益社団法人新潟県薬剤師会 
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 一般社団法人新潟県ＬＰガス協会 

 北陸ガス株式会社 

 越後天然ガス株式会社 

 新発田ガス株式会社 

 蒲原ガス株式会社 

 佐渡ガス株式会社 

 白根ガス株式会社 

 栄ガス消費生活協同組合 

 北越急行株式会社 

 公益社団法人新潟県バス協会 

 新潟交通株式会社 

 越後交通株式会社 

 頸城自動車株式会社 

 佐渡汽船株式会社 

 粟島汽船株式会社 

 公益社団法人新潟県トラック協会 

 

◎新潟県告示第1172号 

次の病院は、救急病院等を定める省令（昭和39年厚生省令第８号）第１条に規定する救急病院である。 

平成25年10月８日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

１ 名  称 新潟市民病院 

２ 所 在 地 新潟市中央区鐘木463番地７ 

３ 有効期間 平成25年11月１日から 

       平成28年10月31日まで 

 

◎新潟県告示第1173号 

新潟県産業立地を促進するための県税の特例に関する条例（平成15年新潟県条例第23号）第２条第３項の規定

により、産業立地促進地域を次のとおり指定した。 

なお、関係図面は、産業労働観光部産業立地課において縦覧に供する。 

平成25年10月８日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

 

産業立地促進地域の名称 区    域 指 定 年 月 日 

西名目所業務地区（第三

期） 

新潟市北区西名目所の一部 平成25年10月１日 

 

 

◎新潟県告示第1174号 

土地改良法（昭和24年法律第195号）に基づき、次の土地改良事業計画を適当と決定したので平成25年10月９日

から平成25年11月７日まで関係書類を次のとおり縦覧に供する。 

平成25年10月８日 

新潟県新発田地域振興局長 

事業主体の所在・名称 地区名 事業名 新規変更の別 縦覧の書類 縦覧の場所 根拠条文 

阿賀野市 

樋口耕一ほか 53名 
山王・新座下 区画整理 新規 

土地改良事業

計画書の写し 

規約の写し 

阿賀野市役所 第 95条 

１ この決定について異議があるときは、縦覧期間満了の日の翌日から起算して15日以内に、知事に申し出るこ

とができる。 

２ この決定について不服があるときは、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６箇月以内（決
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定について異議の申出を行った場合は、当該異議の申出に対する裁決があったことを知った日の翌日から起算

して６箇月以内）に、新潟県を被告（訴訟においては知事が被告の代表者となる｡)として新潟地方裁判所にこ

の決定についての取消しの訴えを提起することができる。 

 

◎新潟県告示第1175号 

土地改良法（昭和24年法律第195号）に基づき、次の土地改良事業計画を適当と決定したので、平成25年10月９

日から平成25年11月７日まで関係書類を次のとおり縦覧に供する。 

平成25年10月８日 

新潟県十日町地域振興局長 

事業主体の所在・ 

名称 
地区名 事業名 

新規変

更の別 
縦覧の書類 縦覧の場所 根拠条文 

中魚沼郡津南町 

津南郷土地改良区 

朴木沢日陰 農業用用排水施設

整備（県単農業農村

整備「かんがい排

水」）事業 

新規 土地改良事業

計画書の写し 

定款の写し 

中魚沼郡津

南町役場 

第48条 

１ この決定について異議があるときは、縦覧期間満了の日の翌日から起算して15日以内に、知事に申し出るこ

とができる。 

２ この決定について不服があるときは、この決定があったことを知った日の翌日から起算して６箇月以内（決

定について異議の申出を行った場合は、当該異議の申出に対する裁決があったことを知った日の翌日から起算

して６箇月以内）に、新潟県を被告（訴訟においては知事が被告の代表者となる｡)として新潟地方裁判所にこ

の決定についての取消しの訴えを提起することができる。 

 

◎新潟県告示第1176号 

土地改良法（昭和24年法律第195号）第87条の３第１項の規定により、十日町市の一部を受益地域とする県営赤

倉地区区画整理・農業用用排水施設整備（農地環境整備）事業計画の変更をしたので、関係書類を次のとおり縦

覧に供する。 

平成25年10月８日 

新潟県十日町地域振興局長 

１ 縦覧に供する書類の名称 

県営土地改良事業変更計画書の写し 

２ 縦覧に供する期間 

平成25年10月９日から平成25年11月７日まで 

３ 縦覧に供する場所 

十日町市役所 

４ その他 

(1) この土地改良事業計画について不服があるときは、縦覧期間満了の日の翌日から起算して15日以内に、知

事に審査請求をすることができる。 

(2) この土地改良事業計画について不服があったとしても、土地改良事業計画についての取消しの訴えを提起

することはできない。取消しの訴えを提起することができるのは、土地改良事業計画についての審査請求に

対する決定に対してのみである。 

 

◎新潟県告示第1177号 

土地改良法（昭和24年法律第195号）第87条第１項の規定により、燕市の一部を受益地域とする県営六ヶ江地区

農業用用排水施設整備（基幹水利施設ストックマネジメント）事業計画を定めたので、関係書類を次のとおり縦

覧に供する。 

平成25年10月８日 

新潟県知事 泉 田  裕 彦 

１ 縦覧に供する書類の名称 

 県営土地改良事業計画書の写し 

２ 縦覧に供する期間 
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 平成25年10月９日から平成25年11月７日まで 

３ 縦覧に供する場所 

 燕市役所 

４ その他 

(1) この土地改良事業計画について不服があるときは、縦覧期間満了の日の翌日から起算して15日以内に、知

事に異議申立てをすることができる。 

(2) この土地改良事業計画について不服があったとしても、土地改良事業計画についての取消しの訴えを提起 

することはできない。取消しの訴えを提起することができるのは、土地改良事業計画についての異議申立て 

に対する決定に対してのみである。 

 

◎新潟県告示第1178号 

建設業法（昭和24年法律第100号）第28条第３項の規定により次のとおり営業の停止を命じた。 

平成25年10月８日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

１ 処分をした年月日 平成25年９月24日 

２ 被処分者の商号、代表者の氏名 有限会社田村組 代表取締役 田村 精一 

３ 主たる営業所の所在地 南魚沼市島新田501番地 

４ 許可番号 新潟県知事（般－24）第18882号 

５ 処分の内容 

(1) 停止を命ずる営業の範囲  建設業の営業の全部 

(2) 停止を命ずる期間 平成25年10月９日から平成25年10月11日までの３日間 

６ 処分の原因となった事実 

 有限会社田村組の代表取締役は、廃棄物の処理及び清掃に関する法律違反により、平成23年２月１日に南魚

沼簡易裁判所から、罰金30万円の略式命令を受け、その刑が確定している。 

  このことが、建設業法第28条第１項第３号に該当すると認められる。 

 

◎新潟県告示第1179号 

道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定により、一般国道変更区域の供用を次のとおり開始する。 

なお、関係図面は、告示日から２週間、新潟県土木部道路管理課及び新潟県魚沼地域振興局地域整備部庶務課

において縦覧に供する。 

平成25年10月８日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

１ 路 線 名  一般国道 352号 

２ 供用開始の区間 

  魚沼市下折立字赤川表国有林269に１林小班から福島県南会津郡檜枝岐村字燧ヶ岳2282番まで 

３ 供用開始の期日  平成25年10月８日 

 

公   告 

大規模小売店舗の届出に対する市町村等の意見について（公告） 

大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号）第８条第１項及び第２項の規定による市町村等の意見の概要を

次のとおり公表する。 

平成25年10月８日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

１ 大規模小売店舗の名称、所在地及び設置者 

名 称 リバーサイド千秋 

所在地 長岡市千秋２丁目278番地 

設置者 ユニー株式会社 

２ 届出の概要及び公告日 

概 要 大規模小売店舗立地法第６条第１項の規定による変更（大規模小売店舗において小売業を行う者及
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びその他の変更）に関する届出 

公告日 平成25年５月28日 

３ 意見の概要 

(1) 長岡市からの意見の概要 

意見なし 

(2) 居住者等の意見の概要 

意見書の提出はなかった。 

４ 縦覧場所 

新潟県産業労働観光部商業振興課 

５ 縦覧期間 

平成25年10月８日から平成25年11月８日まで 

 

大規模小売店舗の届出に対する市町村等の意見について（公告） 

大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号）第８条第１項及び第２項の規定による市町村等の意見の概要を

次のとおり公表する。 

平成25年10月８日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

１ 大規模小売店舗の名称、所在地及び設置者 

名 称 イオンタウン糸魚川 

所在地 糸魚川市上刈六丁目439番地１外 

設置者 イオンタウン株式会社ほか２者 

２ 届出の概要及び公告日 

概 要 大規模小売店舗立地法第６条第１項の規定による変更（大規模小売店舗において小売業を行う者の

代表者及び住所の変更）に関する届出 

公告日 平成25年５月28日 

３ 意見の概要 

(1) 糸魚川市からの意見の概要 

意見なし 

(2) 居住者等の意見の概要 

意見書の提出はなかった。 

４ 縦覧場所 

新潟県産業労働観光部商業振興課 

５ 縦覧期間 

平成25年10月８日から平成25年11月８日まで 

 

一般競争入札の実施について（公告） 

地方自治法（昭和22年法律第67号）第 234条第１項の規定により、中心市街地に関する県民意識・消費動向調

査データ作成業務について次のとおり一般競争入札を行う。 

平成25年10月８日 

新潟県知事  泉 田    裕 彦 

１ 入札に付する事項 

(1) 委託案件の名称 

     中心市街地に関する県民意識・消費動向調査データ作成業務 

(2) 委託案件の仕様等 

      入札説明書及び仕様書による。 

２ 入札説明書の交付場所及び本件入札に関する問合せ等 

次の場所で交付するほか、新潟県ホームページで公開する。 

郵便番号950－8570 

   新潟市中央区新光町４番地１ 

新潟県産業労働観光部商業振興課商業振興係 

   電話番号 025－280－5237 
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  Ｅメール：ngt050020@pref.niigata.lg.jp 

３ 本件入札に係る参加資格の確認 

本件入札に参加することを希望する者は、平成25年10月17日（木）午後５時までに「競争入札参加資格確

認申請書」と下記提出書類を上記２の場所に持参又は郵送で提出し、新潟県知事の確認を受けなければなら

ない。この場合において、次に定めるところに従わなかった者及び下記５に定める資格がないと認められた

者は入札に参加することができない。 

(1) 提出書類 入札説明書による。 

(2) 参加資格の確認結果の通知 

   本件入札に係る参加資格の確認結果については、平成25年10月18日（金）までに、競争入札参加資格確認申

請書等を提出した者にファクシミリ又は電子メールによりそれぞれ書面で通知する。 

４ 入札執行の日時および場所 

(1) 日時 平成25年10月22日（火）午前10時 

(2) 場所 新潟市中央区新光町４番地１ 

            新潟県庁行政庁舎16階入札室 

５ 入札に参加する者に必要な資格 

(1) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない者であること。 

(2) 入札説明書の交付を受けていること。 

(3) 上記３に定めるところにより競争入札参加資格確認申請書等を提出し、本件入札に係る参加資格を有する

ことについて新潟県知事から確認を受けている者であること。 

(4) 新潟県暴力団排除条例第６条（平成23年新潟県条例第23号）に定める暴力団、暴力団員又はこれらの者と

社会的に非難されるべき関係を有する者でないこと。 

６ 無効入札 

     入札に参加する者に必要な資格のない者及び競争入札参加資格確認申請書等に虚偽の記載をし、これを提   

出した者がした入札並びに入札に関する条件に違反した入札は無効である。 

７ 入札保証金 

   入札書に記載された金額に当該金額の100分の５を加算した金額の100分の５に相当する金額以上の金額と

する。ただし、新潟県財務規則（昭和57年新潟県規則第10号。以下「財務規則」という｡)第43条第１号に該

当する場合は、免除する。 

８ 契約保証金 

   契約金額の 100分の10に相当する金額以上の金額とする。ただし、財務規則第44条第１号に該当する場合

は免除する。 

９ 入札手続等                  

(1) 入札の方法 

   本人又は代理人が入札執行の日時及び場所に入札書を持参すること。ただし、代理人が持参する場合は、  

委任状を持参すること。 

(2) 入札書の名義人 

   本人（入札書を入札執行時に持参する場合は、本人又は代理人）に限る。 

(3) 入札書の記載 

   落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の 100分の５に相当する額を加算した金額（当  

該金額に１円未満の端数があるときはその端数金額を切り捨てるものとする｡)をもって落札価格とするの  

で、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税業者であるか問わず、自己の見積もっ  

た契約希望金額の 105分の 100に相当する金額を入札書に記載すること。 

(4) 落札者の決定 

   入札に参加した者のうち、予定価格の制限の範囲内の価格のうち最低の価格をもって有効な入札を行った  

者を落札者とする。 

(5) 入札保証金の提出 

   入札保証金については、 (1)に準ずる方法で提出すること。 

10  その他 

(1) 競争入札参加資格確認申請書等の取扱い 

  ア 競争入札参加資格確認申請書等の作成に要する費用は、作成者の負担とする。 

    イ 提出された競争入札参加資格確認申請書等は、提出者に無断で使用しない。 



第79号 新  潟  県  報 平成25年10月８日(火) 

7 

    ウ 提出された競争入札参加資格確認申請書等は、返還しない。 

(2) 暴力団等の排除 

ア 誓約書の提出 

暴力団等の排除に関する誓約書については入札説明書による。なお、新潟県物品入札参加資格者で、資

格審査申請時等に誓約書（物品入札参加資格審査申請書第１号様式別紙８）を提出している者は提出不要

とする。 

イ 不当介入に対する通報報告 

  契約の履行に当たり暴力団関係者から不当介入を受けた場合、警察及び発注者（新潟県）へ通報報告を

行うこと。 

(3) その他 

      この公告に定めるもののほか、本件の入札及び委託契約の内容に関しては、入札説明書、財務規則その他  

新潟県知事の定める規則及び日本国の関係法令に定めるところによる。 

 

公聴会の開催について（公告） 

都市計画法（昭和43年法律第100号）第16条第１項の規定により、長岡都市計画の変更の素案について、次のと

おり公聴会を開催する。 

平成25年10月８日 

新 潟 県 

代表者 新潟県知事 泉田 裕彦 

１ 公聴会の日時 

  平成25年11月11日（月）午後２時から 

２ 公聴会の開催場所 

  長岡市大手通１丁目４番地10 

長岡市シティホールプラザアオーレ長岡 東棟４階大会議室 

３ 事案の概要 

  別紙－１「長岡都市計画道路の変更（新潟県決定）」及び別紙－２「長岡都市計画区域区分の変更（新潟県決

定）」のとおり。 

４ 素案の縦覧 

  新潟県長岡地域振興局地域整備部庶務課、長岡市都市整備部都市計画課及び見附市建設課において、10月22

日（火）まで縦覧に供する。 

５ 公聴会に出席して意見を述べることができる者 

 長岡市及び見附市の住民 

６ 公述申出の方法 

  変更の素案について意見のある者は、公述申出期限までに、意見の要旨及びその理由並びに氏名、住所及び

電話番号を記載した知事及び長岡市長宛の書面を公述申出先へ提出することにより申出を行う。 

７ 公述申出期限 

 平成25年10月22日（火）（必着のこと｡) 

８ 公述申出先及び問合せ先 

(1) 長岡市四郎丸町173番地２（〒940－8567） 

  新潟県長岡地域振興局地域整備部庶務課 

  電話 0258－38－2619 

(2) 長岡市大手通２丁目６番地フェニックス大手イースト（〒940－0062） 

  長岡市都市整備部都市計画課 

  電話 0258－39－2225 

(3) 見附市昭和町２丁目１番１号（〒954－8686） 

  見附市建設課 

  電話 0258－62－1700 

９ 公述人の決定 

 公述人を決定したときは、当該公述人にその旨を通知する。 

10 費用負担 

 公述人の陳述に要する費用は、すべて公述人の負担とする。 
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11 公聴会の傍聴 

  公聴会の傍聴を希望する者は、公聴会の開催予定時刻までに、係員の指示に従って公聴会の会場に入室する

こと。 

  なお、会場への入室は、午後１時30分から先着順で行い、公聴会の開催予定時刻前であっても、定員の60名

になり次第終了する。 

12 公聴会の中止 

  公述の申出がない場合は、公聴会を開催しない。公聴会の傍聴を希望する者は、開催の有無について、あら

かじめ問合せ先へ確認すること。 
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選挙管理委員会告示 

◎新潟県選挙管理委員会告示第54号 

政治資金規正法（昭和23年法律第194号）第６条第１項の規定による政治団体の届出があったので、同法第７条

の２第１項の規定に基づき、その名称等を次のとおり公表する。 

平成25年10月８日 

新潟県選挙管理委員会 

   委員長  長津 光三郎 
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◎新潟県選挙管理委員会告示第55号 

政治資金規正法（昭和23年法律第194号）第７条の規定による政治団体の届出事項の異動の届出があったので、

同法第７条の２第１項の規定に基づき、次のとおり公表する。 

平成25年10月８日 

新潟県選挙管理委員会 

   委員長  長津 光三郎 
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◎新潟県選挙管理委員会告示第56号 

政治資金規正法（昭和23年法律第194号）第17条第１項の規定による政治団体の解散の届出があったので、同条

第３項の規定に基づき、次のとおり公表する。 

平成25年10月８日 

新潟県選挙管理委員会 

   委員長  長津 光三郎 
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◎新潟県選挙管理委員会告示第57号 

政治資金規正法（昭和23年法律第194号）第12条第１項の規定による政治団体の収支に関する報告書の要旨を同

法第20条第１項の規定により次のとおり公表する。 

平成25年10月８日 

新潟県選挙管理委員会 

   委員長  長津 光三郎 
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◎新潟県選挙管理委員会告示第58号 

政治資金規正法（昭和23年法律第194号）第19条第２項の規定による資金管理団体の届出があったので、同法第

19条の２第１項の規定に基づき、その名称等を次のとおり公表する。 

平成25年10月８日 

新潟県選挙管理委員会 

   委員長  長津 光三郎 

 

 

◎新潟県選挙管理委員会告示第59号 

政治資金規正法（昭和23年法律第194号）第19条第３項の規定による資金管理団体の届出事項の異動の届出があ

ったので、同法第19条の２第１項の規定に基づき、次のとおり公表する。 

平成25年10月８日 

新潟県選挙管理委員会 

   委員長  長津 光三郎 

 

 

◎新潟県選挙管理委員会告示第60号 

政治資金規正法（昭和23年法律第194号）第19条第３項の規定による資金管理団体の指定の取消し等の届出があ

ったので、同法第19条の２第１項の規定に基づき、次のとおり公表する。 

平成25年10月８日 

新潟県選挙管理委員会 

   委員長  長津 光三郎 

 

 

正   誤 

  平成25年９月24日付け新潟県告示第1130号（救急病院等の指定）中 

ページ 行 誤 正 

１ 14 次の病院は 次の病院（診療所）は 

１ 14 救急病院である 救急病院（救急診療所）である 
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平成25年９月20日付け新潟県号外第１号（基準地の標準価格）中 

ページ 行 誤 正 

11 ８ 
□潟１丁目１番13外 

「□潟１－１－36」 

潟１丁目１番13外 

「 潟１－１－36」 

 

 

 

 平成24年11月16日付け新潟県選挙管理委員会告示第95号（政治資金規正法による政治団体の届出）中 

ページ 行 誤 正 

６ 29 わたなべ英明後援会 わたなべ英明応援団 
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